
令和５年　　月　　日
　鳥取県知事　平井　伸治　　様
                             住所　　　　　　　　　　　　　　　
申請者　氏名　　　　　　　　　　　　　　印

鳥取県起業創業トライ補助金事業計画書
鳥取県起業創業トライ補助金の交付を受けたいので、下記の書類を添えて提出します。
また、（申請者）は、募集要領（Ｐ１）に記載の応募要件のいずれにも該当します。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
記
１　事業計画書（様式第１号（第６条、第７条、第９条関係））
２　収支予算書（様式第２号（第６条、第７条、第９条関係））

様式第１号（第６条、第７条、第９条関係）
鳥取県起業創業トライ補助金　補助事業（変更）実施計画書
１　補助対象者の概要
	企業等名称
及び代表者氏名
	

	代表者略歴
	※これまでの職歴等を中心に記載してください。


	担当者氏名
	

	電話番号
	

	ﾌｧｸｼﾐﾘ番号
	

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


２　代表者以外のメンバー
	設立メンバー
	氏名
	年齢
	事業における役割

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



３　事業内容
	事業テーマ
	

	事業概要
（200文字程度）
	※どのような市場に対して、どのような商品・サービスを打ち出すのか記載してください。


	創業（予定）
年月日
	※個人事業主の開業届提出日または法人登記の日を創業年月日と定義します。
令和　年　月　日

	事業のターゲット
	※実施する事業が「どういった属性をターゲットとし、どのような課題を解決できる（どのようにユーザーを満足させられる）」ビジネスとなるのか、簡潔に記載してください。


	創業経緯と
事業へのニーズ

	※創業に至った経緯と実施する事業にどのようなニーズがあるのか、それがどのような市場背景（市場の成長性）によるものなのか、事業が必要とされる理由・根拠を記載してください。


	事業の
新規性・独創性
	※実施する事業が「既存のビジネスと比較してどのような点が新しいのか」、「競合になりうる企業・サービスはどのようなものがあるか、またそうした競合との差別化要因はどのようなところにあるのか」を具体的に記載してください。



	ビジネスモデルと初期顧客獲得戦略
	※どのような収益構造をつくるのか、またどのような手法で初期のユーザーを獲得するのか、具体的な戦略を記載してください。


	実施体制
	※事業に従事するスタッフ数や事業実施にあたっての主要な事業者との連携内容について記載してください。
　また、現在支援を受けており、今後も継続的に支援を受ける見込みである支援機関についても記載してください。
支援を受けている支援機関
具体的な支援内容
支援機関名：
担当者名：
（連絡先）


	地域産業への波及効果
	※事業実施により、地域産業にどのような好影響が与えられるか具体的に記載してください。


	経営者の強み
	※事業実施にあたって強みとなる経営者の技術・ノウハウ・ネットワーク等について記載してください。


	今後の展望
	※補助事業期間終了後も含めた将来的な事業拡大の方向性、実施方針等について記載してください。



４　今後３年の収支計画　※事業全体の計画を記載してください
	
	１年目
	２年目
	３年目
	積算根拠

	売 上 高 ①
	万円
	万円
	万円
	

	売上原価（仕入・製造原価）②
	万円
	万円
	万円
	

	経　費
	人件費
	万円
	万円
	万円
	

	
	家賃
	万円
	万円
	万円
	

	
	広告宣伝費
	万円
	万円
	万円
	

	
	その他
	万円
	万円
	万円
	

	
	経費合計③
	万円
	万円
	万円
	

	利　益 ① － ② － ③
	万円
	万円
	万円
	


５　事業スケジュール
	実施時期
	取組内容

	

	※補助対象期間（交付決定日から最長24月）の事業スケジュールを具体的に記載してください。
事業完了予定日
令和　年　月　日



６　他の補助金の活用の有無
（１）活用の有無　　　有　・　無　
※　他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をすること。
（２）「有」の場合
	活用する補助金名
	

	事業内容
	

	当該補助金に係る問合せ先
	（団体・部署名）
（連絡先）


７　消費税等の取扱いについて、以下のいずれかに○をすること。


一般課税事業者　・　簡易課税事業者　・　免税事業者

様式第２号（第６条、第７条、第９条関係）
補助事業（変更）収支予算書
１　収入



　　　　　　　　 （単位：円）
	区分
	令和５年度
	令和６年度
	令和７年度
	合計
	備考

	自己資金
	600,000
	1,260,000
	4,140,000
	6,000,000
	

	借入金
	300,000
	840,000
	700,000
	1,840,000
	○○銀行　融資

	本補助金
	750,000
	1,950,000
	300,000
	3,000,000
	当補助金

	その他
	
	
	
	
	

	合計
	1,650,000
	4,050,000
	5,140,000
	10,840,000
	


２　支出
（１）総括表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	令和５年度
	令和６年度
	令和７年度
	合計
	備考

	
	金額
	うち
補助対象経費
(消費税等については下記参照)
	金額
	うち
補助対象経費
(消費税等については下記参照)
	金額
	うち
補助対象経費
(消費税等については下記参照)
	金額
	うち
補助対象経費
(消費税等については下記参照)
	

	旅費
	
	
	
	
	220,000
	200,000
	220,000
	200,000
	

	人件費
	
	
	2,400,000
	2,400,000
	3,600,000
	3,600,000
	6,000,000
	6,000,000
	

	事務所等賃借料
	330,000
	300,000
	1,320,000
	1,200,000
	990,000
	900,000
	2,640,000
	2,400,000
	

	事務機器等購入費
	660,000
	600,000
	
	
	
	
	660,000
	600,000
	

	広告宣伝費
	220,000
	200,000
	
	
	330,000
	300,000
	550,000
	500,000
	

	法人設立関係費
	440,000
	400,000
	
	
	
	
	440,000
	400,000
	

	委託料
	
	
	330,000
	300,000
	
	
	330,000
	300,000
	

	合計
	1,650,000
	1,500,000
	4,050,000
	3,900,000
	5,140,000
	5,000,000
	10,840,000
	10,400,000
	

	補助金
	－
	750,000
	－
	1,950,000
	－
	300,000
	－
	※3,000,000
	


（注）１　本事業に係る経費のみを記載すること。
２　金額欄には、補助対象外経費を含め、本事業に係る経費を全て記入すること。
３　補助金の合計額（※）は、補助対象経費の合計×１／２の額と、補助上限額3,000千円を比較して、少ないほうの額を、千円未満切捨で記入すること。

４ 消費税及び地方消費税は補助対象経費から除くものとする。
ただし、補助対象者が免税事業者、簡易課税事業者、又は仕入控除税額が明らかでないときは、補助対象経費に消費税等の額を含めることができる。
５　必要に応じて行を増やして使用すること。（１ページに収まらなくても構わない。）

（２）積算内訳表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（令和５年度分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	金額
	うち補助対象経費
(消費税等については下記参照)
	「金額」の算出根拠

	事務所等賃借料
	330,000
	300,000
	事務所家賃330,000

（110,000×3ヶ月）

	事務機器等購入費
	660,000
	600,000
	パソコン・ソフトウェア　430,000

机・椅子等OA用品　230,000

	広告宣伝費
	220,000
	200,000
	ホームページ作成等経費　220,000

	法人設立関係費
	440,000
	400,000
	定款作成費　275,000円
法人登記費用　165,000円

	合計
	1,650,000
	1,500,000
	


（令和６年度分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	金額
	うち補助対象経費
(消費税等については下記参照)
	「金額」の算出根拠

	人件費
	2,400,000
	2,400,000
	従業員人件費　2,400,000
（200,000×1名×12ヶ月）

	事務所等賃借料
	1,320,000
	1,200,000
	事務所家賃1,320,000

（110,000×12ヶ月）

	委託料
	330,000
	300,000
	マーケティング調査費
330,000

	合計
	4,050,000
	3,900,000
	


（令和７年度分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	金額
	うち補助対象経費
(消費税等については下記参照)
	「金額」の算出根拠

	旅費
	220,000
	200,000
	鳥取⇔東京　3回
150,000

鳥取⇔大阪　5回
70,000

	人件費
	3,600,000
	3,600,000
	従業員人件費　3,600,000
（200,000×2名×9ヶ月）

	事務所等賃借料
	990,000
	900,000
	事務所家賃990,000

（110,000×9ヶ月）

	広告宣伝費
	330,000
	300,000
	サービスチラシ制作費
200,000

SNS広告費　130,000

	合計
	5,140,000
	5,000,000
	


（注）１　委託費及び工事費のうち、補助対象経費にできるものは、やむを得ない事情があるものとして事前に県が認めた場合を除き、県内事業者が実施したものに限ること。
２　補助対象経費について県外事業者への発注を予定している場合は、別紙様式「県外発注理由書」に必要事項を記載の上、収支予算書と合わせて提出すること。
３　消費税及び地方消費税は補助対象経費から除くものとする。
ただし、補助対象者が免税事業者、簡易課税事業者、又は仕入控除税額が明らかでないときは、補助対象経費に消費税等の額を含めることができる。
４　必要に応じて行を増やして使用すること。（１ページに収まらなくても構わない。）
補助事業計画書の提出日を記入してください。





すでに個人事業の開業又は法人を設立されている場合は、屋号又は法人名を記入してください。





すでに個人事業の開業又は法人を設立されている場合は、屋号又は法人名を記入してください。





平日・日中連絡がつきやすい連絡先を記載してください。





事業内容を的確に表現した簡潔なテーマ名を記載してください。





本事業において活用する予定の他の補助金、助成金等があれば、その名称、事業内容（補助対象経費、補助率等）及び補助元の部署・団体名等を記載してください。








該当する区分に○をつけてください。


・一般課税事業者：基準期間（前々事業年度）の課税売上高が1,000万円を超える事業者


・簡易課税事業者：課税事業者の中で基準期間の課税売上高が5,000万円以下であり、簡易課税制度を選択した事業者


・免税事業者：基準期間の課税売上高が1,000万円以下で、特定期間（前事業年度開始の日以後６ヶ月の期間）の課税売上高及び支払った給与等の金額が1,000万円以下の事業者





記載例の場合、「補助対象経費の合計（10,400,000）×１／２」は5,200,000円となるため、補助上限額3,000,000円と比較して少ない3,000,000円を記載。





補助事業期間の開始から終了までの間に事業実施に必要なすべての経費を記載してください。


・「「金額」の算出基礎」にはそれぞれの経費の具体的な内訳を記載してください。











